
【様式第1号】

自治体名：兵庫県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 12,500,565,222   固定負債 -

    有形固定資産 -     地方債 -

      事業用資産 -     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 -     その他 -

        建物減価償却累計額 -   流動負債 9,632,911

        工作物 -     １年内償還予定地方債 -

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 -

        航空機 -     預り金 9,632,911

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 9,632,911

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 12,500,565,222

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） 20,000,707,282

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 -

      物品減価償却累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 12,500,565,222

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 185,295,950

      長期貸付金 -

      基金 12,315,269,272

        減債基金 -

        その他 12,315,269,272

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 20,010,340,193

    現金預金 19,985,066,241

    未収金 25,273,952

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 32,501,272,504

資産合計 32,510,905,415 負債及び純資産合計 32,510,905,415

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：兵庫県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 737,693,455,760

    業務費用 13,640,160,703

      人件費 2,674,688

        職員給与費 1,585,740

        賞与等引当金繰入額 -

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 1,088,948

      物件費等 2,609,162,761

        物件費 2,609,162,761

        維持補修費 -

        減価償却費 -

        その他 -

      その他の業務費用 11,028,323,254

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 11,028,323,254

    移転費用 724,053,295,057

      補助金等 724,053,295,057

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 -

  経常収益 1,062,402,241

    使用料及び手数料 -

    その他 1,062,402,241

純経常行政コスト 736,631,053,519

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 736,631,053,519

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -



【様式第3号】

自治体名：兵庫県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 27,851,553,161 9,729,999,706 18,121,553,455

  純行政コスト（△） -736,631,053,519 -736,631,053,519

  財源 741,280,686,742 741,280,686,742

    税収等 435,819,657,373 435,819,657,373

    国県等補助金 305,461,029,369 305,461,029,369

  本年度差額 4,649,633,223 4,649,633,223

  固定資産等の変動（内部変動） 2,770,565,516 -2,770,565,516

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 - -

    貸付金・基金等の増加 7,084,391,516 -7,084,391,516

    貸付金・基金等の減少 -4,313,826,000 4,313,826,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 86,120 - 86,120

  本年度純資産変動額 4,649,719,343 2,770,565,516 1,879,153,827

本年度末純資産残高 32,501,272,504 12,500,565,222 20,000,707,282

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：兵庫県後期高齢者医療広域連合 （単位：円）

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 737,691,488,050

    業務費用支出 13,638,192,993

      人件費支出 2,674,688

      物件費等支出 2,609,162,761

      支払利息支出 -

      その他の支出 11,026,355,544

    移転費用支出 724,053,295,057

      補助金等支出 724,053,295,057

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 -

  業務収入 742,337,188,208

    税収等収入 435,819,657,373

    国県等補助金収入 305,461,029,369

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 1,056,501,466

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 4,645,700,158

【投資活動収支】

  投資活動支出 6,985,449,954

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 6,985,449,954

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 4,313,826,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 4,313,826,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,671,623,954

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    地方債償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

前年度末歳計外現金残高 1,285,344

本年度歳計外現金増減額 8,347,567

本年度末歳計外現金残高 9,632,911

本年度末現金預金残高 19,985,066,241

    その他の収入 -

財務活動収支 -

本年度資金収支額 1,974,076,204

前年度末資金残高 18,001,357,126

本年度末資金残高 19,975,433,330



■全体

①対象範囲（対象とする会計）

　・一般会計

　・後期高齢者医療特別会計

②出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

　もって会計年度末の計数としている旨、財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の

　計数をもって会計年度末の計数としております。

　（地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

■貸借対照表　（その他財務書類作成のための基本となる重要な事項）

　・消費税等の会計処理

　　　税込方式によっております。

注　記


